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経営分析方法論の批判的検討…ー '・…野村秀和 19 
占領下日本財政の「合理化」過程と
























































































































占閣下日本財政')r合理化」過程と財政投融資 (43) 43 
民金融公庫の設立が行なわ札，復興金融金庫の新規融資の停止と対日援助見返
資金特別会計り創設が行なわれた昭和24年度がその制度形成の前提をつくった











立するために」汽傍点引用者) r安定化」をはかる。 第 3に「目立経済を達成す









4) ドッジ使師団一員ポー ル F オリアリー 訣 ニュ ヨ タ 4月28日発AP. (:!t上晴丸宇佐
美誠次郎著「危機における日本資本主義の構造」昭和田年， 264ベー ジより〉。
の昭和24午 4月15日，下算に関するドック声明，経済再建研究会編「ポ レ からダレヌへ」昭
和白7寺九 262へジ。
6) 昭和24年3月7ロ， ドッジ公世1声明，同上，田9ベ 九
7) 経済九原則I指令，昭和23年12月18日総司令部特別発表，向上， 254-255へ 山

























8) 昭和24年 4 月 15日，子第に関するドアジ声明，向上~， 262へージ。
9) 米国対日援助且返り資金特別勘定設置に関する総司令部指令，唱和24年4月1臼z 同上 261 
へー γB
































1l収 λ 1， 2 9 3 1， 6 2 9 
繰 入 1， 2 7 8 1， 3 0 8 
団 収 274 
利殖金 1 4 4 9 
2)支出 1， 1 4 1 799 
債務償還等 6 2 4 
公企業支出 270 382 
私企業支出 2 4 ~ 3 3 8 
そのイ也 7 9 























































12) 日本開発銀行「日本開発銀行十奇史J昭和38竿， 13ベ :/0 
13) 国民金融公庫調査部「国民金融公庫十年史」昭和34年， 1担ー 142ベ ジ参照。
48 (48) 第 108巻第1号
第2表来一種別1金融資総額
〈単位，億円〉¥
昭和 22年度 昭和 23年度
融資総額 534000.0) 725 (100.0) 
石炭鉱業 188(35.0) 276 ( 38.1) 
製 鉄 業 15 ( 2 9) i6( 2.3) 
肥料工業ト7;:ヂ 22 ( 3.1) 電気業 7) 195 ( 27.0) 
海 運 業 11 ( 2.2) 35 ( 4.8) 
船舶公団 13 ( 2.5) 68 ( 9.4) 















昭和24年度 昭和 24年 昭和 25年績 昭和24・25
配分試案 度実績度実 年度%
融資総額 。 2 4 6 286 1 0 O.0 
電 気 240 1 0 0 100 3 7.8 
海 選 64 8 3 128 3 9.8 
右 炭 200 3 8 2 3 1 1.7 
鉄 鋼 6 0 1 4 7 4. 1 
!~ 料 9 2.8 2 1. 0 
化学薬品 ? 3 2 1. 0 
織 維 4.5 5 1. 0 
農林水産 6. 5 3 。7
中小企業 2 0 3 1 1 2.8 
観光・ホテル ? o. 4 o. 1 









































































16) 臣昔企画庁戦桂煙済史編纂室編「戦後経済安(総観編)J昭和32年， 251へ 少。

















政府資金 68.3 08.9% 200 
復 金 683 689 ム46
見返資金 246 
民間資金 3 08 3L1 884 
金融機関 1 2 3 12.4 31 2 
事業債 8 0.9 189 
株 式 177 17.8 3S3 
















s 1 0 1 2 3 
10 117 3 4 
12 4 1 1 8 
25年2月 2 5 3 2 
4 4 3 4 3 
6 3 2 1 6 





52 (52) 第 108巻第1号
資金貸出の増大，そのためのオーパーローンの激化，日銀信用の拡大，などと
第6表オーバーローγ状況(全国銀行〉










22年12且 72% 71% 243億円
23 " 7 5 8 0 486 
24 " 8 6 9 2 854 












対象会社 所要額 調達実績 調達割合
石炭 1 7 300 97 325ぢ
電力 1 0 376 190 50 
鉄鋼 24 67 44 65 
鉱山 58 86 73 85 
化学 90 96 87 91 
機械 86 30 19 63 
識維 52 55 69 126 
そ白他 1日O 55 45 81 









































































































































昭和 24 年度 昭和 25 年度 昭和 26 年度
区分
一生E般L話"'"一却一見宜返金 計 臼己 合計 金書預金部謹 計 貸自金己 合計 会般計運用部皇民返 計 資自金己 合計
1.民間への産業資金の供給
資金
18 2461拙 64 260 47 180冒 363 590 617 573 220 358. 673 1.251 109 1.36 
」開堅発金主主銀主主行里| 
70 lolf 170 67 237 
2461246 246 1 338 3-38 338 483 483 483 
輸 銀 千子 25 ，5" 50 ム34 16 70 s?f 120 ム13日:金融債 i引呈! 180 180 1~0 300 300 
国民金融公庫 18 18 ム4 14 22 2~ I 17 391 -30 20 '501 55 106 
農林漁業資金融通 言。 30 M 120 120 
帝都高速度交通営団 8 8 8 
2民間への住宅資金の供給 dO B6 196 636 100 80 60 14 154 22 176 
住宅金融公庫 50 d 1130 ム36 100 80 60 Jl J54 22 176 
3政府事業建設投資 270 270 121 391 190 190 362 552 20 310 330 506 836 
国 有 欽 道 150 150 12 162 ，" 40 109 239 20 150 170 >17 307 
電 通 ，引与 計 l田 120 27 147 lW 120 '7 191 160 160 140 300 
郵 政 事 業 11 14 14 19 19 
固有林野事業 71 71 3I 30 72 102 130 130 
4地 方 債 ヨl 交 310 310 31tl 410 '10 '10 562 562 562 
合 計 18 310 516， 844 117 961 97 590 639 l.a2~ 309 1，635 320 1.290 687 '97 637 2，934 









2 木車中_ 25年度及び26"1'度目見返資金り欄の数?の右肩の@印は「出資J，楽町は「匝用」である ζ とを示す.
(資料)大議省、「財政金融統計月報 I100号， 170ベ ジより。
〔注〕




























占領下回木貼政の「合理化」過程と財政投融資 (59) 59 
いたもりであるが，さしあたり資金コストがゼロのものとして運用きれていた。
これらに対して，運用部資金ほ郵便貯金等のいわば公信用によって金融的に調
達してきたものであり，低いとはいえ資金コストのかかるものである。
従って，資金コスト・ゼロの 般会計出資は，見返資金とむすびつけ，コエ
トのかかる運用部資金を公企業分野にまわし，公企業の「合理化Jr独立採算」
をゆるめることのできない一つの圧力としていたということができょう。そし
て，依然としてGHQの権限が強く及ぶ見返資金及びそれのさらに効率的，独
立採算的運用機関への出資とむすびつけられた一般会計出資金は，大企業・独
占体への融資に際しでも，それらが元来資金コストのかからないものだとして
も r効率性」を維持し，それらの財政資金への寄生を強めず r合理化」圧
力となり r合理化」を誘導していくことができるという体制をつくりあげた
ものということができょう。
以上りような内容こそが，見返資金財源り先細り，消滅にそなえるιとを軸
にした原資。「合理的J配分の怠味するものであり，また，単一為替レート維
持ーイ Y フレ抑制のもとでの財政資金の効率的，独立採算的運用形態のもつ意
義でもあったのである。
かくして，いままで， IMF休制下へ日本を組み入れてい〈ための「国民経
済の合理イヒ」とその中心的な役割を担わ苦れてきEた財政の「合理イヒ」の過程を
検討してきたのであるが，戦後日本の財政投融資制度は，この財政「合理化」
の結果として，また， 日本の「自立化J r産業合理化」を推進する積梓として，
この昭和25年度末から翌年初にかけての段階でいわば第一次の形成を実現する
ことになるのである。ひきつづき，これらの過程を個々の財政投融資機関の形
成の具体的事情とその役割を検討するなかで深め，新たな特徴をつかみ出さね
ばならない。また，さらに r講和」体制への移行に伴って制度的に一応の確
立をみる昭和27・28年度予算を検討し，またどのように制度的な整備が行なわ
れてくるのかを検討しなければならない。しかし，紙面の関係上，これらの課
題を次稿以降に譲ることとする。
